






































1 平成 30年（2018年）6月 6日（※ 脚注に示した各URLの最終確認日は全て同日である。）
における国立国会図書館の「日本法令索引」に収録されている現行法令は平成 30年 4月 1日

























 昭和 39年（1964年）9月: アメリカで普通紙に複写可能な複写機の発売 
 

















報システム産業協会の統計 4によれば，平成 28年（2016年）の販売台数は，モノクロが約 11





























 昭和 62年（1987年）3月: 著作権の集中処理機構設立準備委員会（現: 日本複製権センター）
の設立 
上述の，昭和 51年（1976年）の「著作権審議会第 4小委員会（複写複製関係）報告書」に


































                                                   
6 日本複写権センター設立の前後から後述の「大学図書館における文献複写に関する実務要項」
の策定の前後までの状況については「土屋俊. 現代の大学図書館と著作権. 東海地区大学図書
館協議会誌 2003, no. 48, p. 2-15」に概略の記述がある。 
 http://opac.ll.chiba-u.jp/da/curator/103415/02872102_48_2.pdf 















































































































 平成 21年（2009年）10月: 出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私立大学図書
館協力委員会の [著作権法第 31条の範囲を超える図書館内での複写に関する懇談会] を開始 
日々の図書館業務の中で，いわゆる「最新号」のコピーや「一部分」を超える範囲のコピー
を求める利用者は少なからず存在するが，このようなコピーの提供は著作権者の許諾が必要で































するガイドライン」の根底である著作権法第 37条第 3項は平成 31年（2019年）1月に改正
されることになっている。 
 
 平成 25年（2013年）12月: 図書館における著作物の利用に関する当事者協議会の休止 
休止に至る前の数年間，議論が硬直化していたこともあり，上述の，平成 21 年（2009 年）
からの出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私立大学図書館協力委員会との間で
行われていた [著作権法第 31条の範囲を超える図書館内での複写に関する懇談会] の進捗を
見ることとし，休止することになった。 
 
 平成 26年（2014年）7月: 大学刊行の定期刊行物に関する著作権法第 31条第 1項第 1号の
「発行後相当期間」の扱いについて 16の策定 














 平成 27年（2015年）4月: 出版者著作権管理機構の使用料規程 17に「大学図書館における譲
渡を目的としない紙媒体複製」の節を新設 
平成 21年（2009年）から出版者著作権管理機構および学術著作権協会と国公私立大学図書























                                                   
17 http://www.jcopy.or.jp/jcopy/business/shiyoryokitei20180401.pdf 
?????と???　　　9
想像以上に困難である。 
さて，大学図書館で電子ジャーナルが普及しだして約 20 年が経過し，特に外国雑誌に関して
は，ほぼ冊子での流通がなくなっている。そして，これに伴い外国雑誌を中心に，複写サービス
は法律ではなく契約に基づいて行われることが現在も進みつつある。 
今後もさまざまな要因により業務の手順や方法が大きく変化するであろうことから，さらに大
学図書館における著作物の利用の円滑化を進めるには，現場からの意見集約や著作権団体と継続
的な協議を行うための体制強化，具体的には，著作権団体と対等に協議できるような中・長期的
な対応ができる職員の確保，著作物の流通などの著作物利用に関連する問題に取り組む組織体と
の連絡調整の改善，そして，著作権法に限らず法改正等があった際に機動的に対応できる体制の
構築などを図る必要があるだろう。 
10　　　?????と??? ?????と???　　　10
